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Ⅰ がん診療連携拠点病院等の指定について

３ 都道府県の全ての拠点病院等は、協働して都道府県協議会を設置し、都
道府県拠点病院は中心的な役割を担うとともに、他の拠点病院等は都道
府県協議会の運営に主体的に参画すること。また、拠点病院等の他、地
域におけるがん医療を担う者、行政、患者団体等の関係団体にも積極的
な関与を求めること。

〈都道府県協議会の主な役割〉

（１） 国のがん対策基本法及びがん対策推進基本計画、都道府県のがん対
策推進計画等における患者本位のがん医療を実現する等の観点から、
当該都道府県における対策を強力に推進する役割を担うこと。
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〈都道府県協議会の主な役割〉

（２） 都道府県全体のがん医療等の質の向上のため、次に掲げる事項を行い、都道府県内の
どこに住んでいても適切な診断や治療にスムーズにアクセスできる体制を確保すること。

① 地域の実状に応じて、以下のア～ケを参考に医療機関間の連携が必要な医療等について、
都道府県内の各拠点病院等及び他のがん診療を担う医療機関における役割分担を整理・
明確化し、その内容を関係者間で共有するとともに広く周知すること。

ア 一部の限定的な医療機関でのみ実施される薬物療法
イ 集約化することにより予後の改善が見込める手術療法
ウ 強度変調放射線療法や密封小線源療法、専用治療病室を要する核医学治療等の放射線

治療、高度で特殊な画像下治療（ＩＶＲ）
エ 緩和ケアセンター、緩和ケア病棟、ホスピス、神経ブロック、緊急緩和放射線治療等の緩

和医療
オ 分野別に希少がん・難治がんの対応を行う体制
カ 小児がんの長期フォローアップの実施
キ ＡＹＡ世代のがんの支援体制
ク がん・生殖医療（別途実施されている｢小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法研

究促進事業」におけるがん・生殖医療ネットワークと協働して実施。）
ケ がんゲノム医療
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〈都道府県協議会の主な役割〉

② 地域がん診療病院とがん診療連携拠点病院とのグループ指定の組み合わ
せを調整・決定すること。

③ 都道府県内の拠点病院等の院内がん登録のデータやがん診療、緩和ケア、
相談支援等の実績等を共有、分析、評価、公表等を行うこと。その上で、 各
都道府県とも連携し、Quality Indicatorを積極的に利用するなど、都道府県
全体のがん医療の質を向上させるための具体的な計画を立案・実行するこ
と。併せて、院内がん登録実務者の支援を含めて都道府県内のがん関連情
報収集や利活用等の推進に取り組むこと。

④ 地域における相談支援や緩和ケアの提供体制・連携体制について協議を行
い、拠点病院等の間で情報共有や役割分担を含む連携体制を整備すること。

⑤ 当該都道府県における特定機能病院である拠点病院等と連携し、地域にお
けるがん診療に従事する医療従事者の育成及び適正配置に向けた調整を
行うこと。 63



〈都道府県協議会の主な役割〉
⑥ Ⅱの４の（３）に基づき当該都道府県における拠点病院等が実施するがん

医療に携わる医師等を対象とした緩和ケアに関する研修やその他各種研
修に関する計画を作成すること。

⑦ 当該都道府県内の医療機関における診療、緩和ケア外来、がん相談支援
センター、セカンドオピニオン、患者サロン、患者支援団体、在宅医療等へ
のアクセスについて情報を集約し医療機関間で共有するとともに、冊子や
ホームページ等でわかりやすく広報すること。

⑧ 国協議会との体系的な連携体制を構築すること。

⑨ 国立がん研究センターによる研修に関する情報や国協議会での協議事項
が確実に都道府県内で共有・実践される体制を整備すること。

⑩ 感染症のまん延や災害等の状況においても必要ながん医療を提供する体
制を確保するため、当該都道府県や各がん医療圏におけるＢＣＰについて
議論を行うこと。

⑪ 地域における医療情報の共有の取り組みについて、がんの分野からも検討、
体制整備に取り組むこと。
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３．がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

（１）相談支援及び情報提供
①相談支援について
②情報提供について

（２）社会連携に基づく緩和ケア等の患者支援
（３）がん患者等の社会的な問題への対策（サバイバーシップ支援）

①就労支援について
②アピアランスケアについて
③がん診断後の自殺対策について
④その他の社会的な問題について

（４）ライフステージに応じた療養環境への支援
①小児・ＡＹＡ世代について
②高齢者について
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「がんとの共生」分野の分野
別目標

がんになっても安心して生
活し、尊厳を持って生きるこ
とのできる地域共生社会を
実現することで、全てのがん
患者及びその家族等の療養
生活の質の向上を目指す



第４期がん対策推進基本計画（令和５年３月閣議決定）分野別施策の概要
３．がんとの共生

（１）相談支援及び情報提供
• 多様化・複雑化する相談支援のニーズに

対応できる質の高い相談支援体制の整備
、オンラインの活用等による持続可能な
相談支援体制の整備

• 拠点病院等と民間団体やピア・サポータ
ー等との連携、ICTや患者団体、社会的人
材リソース 等を活用した相談支援の充実

• 要配慮者を含む患者や家族等のニーズ
や課題等の把握、「情報の均てん化」に
向けた情報提供の在り方の検討

（２）社会連携に基づく緩和ケア等のがん対策
・患者支援

• 都道府県がん診療連携協議会において、セ
カンドオピニオンや、緩和ケア及び在宅医
療等に関する情報提供の在り方等の検討

• 地域包括ケアシステムの仕組みも踏まえ、
拠点病院等を中心とした施設間の連携・ 調
整を担う者の育成

（３）がん患者等の社会的な問題への対策（サバイバーシップ支
援 ）

• 現在の両立支援制度の効果及び課題の明確化、それを踏ま
えた施策の強化や 医療機関等と産業保健との連携、普及啓
発等に係る検討

• 様々な就労形態のがん患者の就労 ・ 離職の実態把握、それ
を踏まえた就労支援の提供体制の検討

• 拠点病院等を中心としたアピアランスケアに係る相談支援・
情報提供体制の構築

• がん患者の診断後の自殺リスクや経済的課題等の把握、課
題解決に向けた施策の検討

（４）ライフステージに応じた療養環境への支援
• 療養中の教育支援体制の整備、遠隔教育の実態把握
• 長期フォローアップや晩期合併症等の支援体制等の構築、

小児・ＡＹＡ世代の療養環境の実態把握と体制整備に向けた
関係省庁を連携した検討

• 高齢のがん患者の課題の把握、地域における療養の在り
方や再発・二次がん・併存疾患のフォローアップ体制の構
築、意思決定支援等の取組の検討

第88回がん対策推進協議会資料より改変
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「がんとの共生」分野の
分野別目標

がんになっても安心して
生活し、尊厳を持って生
きることのできる地域共
生社会を実現することで、
全てのがん患者及びそ
の家族等の療養生活の
質の向上を目指す
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３. がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
（１） 相談支援及び情報提供

① 相談支援について
• 拠点病院等は、がん相談支援センターの認知度向上及びその役割の理解の促進の

ため、地域の関係機関等と連携して、自施設に通院していない者も含む患者やその
家族等への適切なタイミングでの周知に引き続き取り組む。また、相談支援体制への
アクセシビリティを向上させるため、オンライン等を活用した体制整備を進める。

• 国は、相談支援の質を担保するため、関係団体等と連携し、がん相談支援に係る研
修等に引き続き取り組む。

• 国は、効率的・効果的な体制を構築する観点から、多様化・複雑化する相談支援の
ニーズに対応できる質の高い相談支援体制の整備を推進するとともに、持続可能な
相談支援体制の在り方等について検討する。

• 国は、拠点病院等と民間団体による相談機関やピア・サポーター等との連携体制の
構築について検討する。あわせて、相談支援の一層の充実を図るため、ＩＣTや患者団
体、社会的人材リソースを活用し、必要に応じて地方公共団体等の協力が得られる体
制整備の方策について検討する。

• 国は、がん患者がピア・サポーター等からの支援を受けやすくなるよう、相談支援等に
携わる者からピア・サポーター等につなげるための仕組みについても検討する。
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３. がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
（１） 相談支援及び情報提供

② 情報提供について
• 国は、患者やその家族等が、必要な時に正しい情報を入手し、適切な選択ができるよう、

ニーズや課題等の把握を進め、「情報の均てん化」に向けた適切な情報提供の在り方に
ついて検討する。

• 国は、インターネット等に掲載されているがんに関する情報については、科学的根拠に基
づいているとは言えない情報が含まれることを、国民に対して注意喚起するなど、引き続
き、国立がん研究センターや関係団体等と連携して、がんに関する正しい情報の提供及
び理解の促進に取り組む。

• 国は、障害等により情報取得や意思疎通に配慮が必要な人や、日本語を母国語としてい
ない人への情報提供を適切に行うことで医療へのアクセスを確保するために、現状及び
課題等を把握し、情報提供体制の在り方について検討する。

【個別目標】
がん相談支援センターやがん情報サービスの認知度及び質を向上させ、精神心理的・
社会的な悩みを持つ患者やその家族等が適切な相談支援を受けることができ、また、
患者やその家族等、医療従事者等を含む全ての国民が、必要な時に、自分に合った正
しい情報にたどりつくことができることを目指す。
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相談支援

情報提供
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５ 相談支援及び情報の収集提供 （１）がん相談支援センター
④ 相談支援センターについて周知するため、以下の体制を整備すること。

ア 外来初診時から治療開始までを目処に、がん患者及びその家族が必ず一度はがん相談支援センターを
訪問（必ずしも具体的な相談を伴わない、場所等の確認も含む）することができる体制を整備することが
望ましい（＊）。

イ 治療に備えた事前の面談や準備のフローに組み込む等、診療の経過の中で患者が必要とするときに確
実に利用できるよう繰り返し案内を行うこと。

ウ 院内の見やすい場所にがん相談支援センターについて分かりやすく掲示すること。
エ 地域の住民や医療・在宅・介護福祉等の関係機関に対し、がん相談支援センターに関する広報を行うこと。

また、自施設に通院していない者からの相談にも対応すること。
オ がん相談支援センターを初めて訪れた者の数を把握し、認知度の継続的な改善に努めること。

⑤ がん相談支援センターの業務内容について、相談者からフィードバックを得る体制を整備
すること。また、フィードバックの内容を自施設の相談支援の質の向上のために活用すると
ともに、都道府県協議会で報告し、他施設とも情報共有すること。

⑥ 患者からの相談に対し、必要に応じて速やかに院内の診療従事者が対応できるよう、病院
長もしくはそれに準じる者が統括するなど、がん相談支援センターと院内の診療従事者が
協働する体制を整備すること。

⑧ がん患者及びその家族が心の悩みや体験等を語り合うための患者サロン等の場を設ける
こと。その際には、一定の研修を受けたピア・サポーターを活用する、もしくは十分な経験を
持つ患者団体等と連携して実施するよう努めること。なお、オンライン環境でも開催できるこ
とが望ましい。
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社会連携に基づく緩
和ケア等の患者支援
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小児・AYA世代

高齢者
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第４期がん対策推進基本計画（令和５年３月閣議決定）分野別施策の概要
４．これらを支える基盤

（１）全ゲノム解析等の新たな技術を含む更なるがん研究の推進
• 「がん研究10か年戦略」の見直し、関係省庁が協力した多様な

分野を融合させ た先端的な研究の推進
• 「全ゲノム解析等実行計画2022」の着実な推進、新たな予防・

早期発見法等の開発を含めた患者還元や、がんや難病に係る
研究・創薬への利活用等の推進

• 各分野の政策課題の解決に資する研究や評価指標にかかる
研究の推進

（４）がん登録の利活用の推進
• 質の高い情報収集に資する精度管理の継

続
• 法規定の整備を含め現行制度の見直しに向

けた検討
• 医療のデジタル化などの取組とも連携した、

より有用な分析が可能な方策の検討

（３）がん教育及びがんに関する知識の普及啓発
• 学習指導要領に基づくがん教育の推進、各地域の取組の成

果の普及
• 外部講師を活用したがん教育に向けた必要な支援の実施
• より効果的な手法による、国民に対するがんに関する正しい

知識の普及啓発
• 事業主等による雇用者等への正しい知識の啓発の取組推進

（２）人材育成の強化
• 高齢化や人口減少等の背景を踏まえた、専門的な人材育成の

在り 方や人材の効率的な活用等の検討
• がん医療の高度化に対応できる専門的な人材の育成配置

（５）患者・市民参画の推進
• 諸外国の事例も踏まえた、患者・市民参画の

更なる推進のための仕組みの検討
• 参画する患者・市民の啓発・育成、医療従

事や関係学会に対する啓発等の実施

（６）デジタル化の推進
• 「がん予防」「がん医療」「がんとの共生」

の各分野における、ICTやAIを含むデジタ
ル技術の活用や医療のデータ化・ 利活
用の推進

• eコンセントの活用等の治験のオンライン化等

第88回がん対策推進協議会資料より改変


